
貸 借 対 照 表

（2024年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

未 成 工 事 支 出 金

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

電 話 加 入 権

ソフトウェア仮勘定

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

出 資 金

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

そ の 他

4,275,710

1,650,385

349,001

181,179

826,196

1,036,567

52,734

6,904

156,982

12,662

11,713

△8,617

11,567,994

10,509,467

795,553

25,283

411,495

0

91,884

9,106,384

78,865

35,288

18,304

153

16,830

1,023,237

815,479

40,164

300

7,259

160,034

（負 債 の 部）

流 動 負 債 3,339,191

支 払 手 形 54,356

電 子 記 録 債 務 842,537

買 掛 金 273,436

短 期 借 入 金 1,500,000

未 払 金 159,212

未 払 費 用 223,408

未 払 法 人 税 等 60,008

未 払 消 費 税 等 28,858

前 受 金 19,198

預 り 金 27,864

賞 与 引 当 金 150,311

固 定 負 債 612,828

繰 延 税 金 負 債 19,273

退 職 給 付 引 当 金 196,606

役員退職慰労引当金 306,767

そ の 他 90,182

負 債 合 計 3,952,020

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 11,446,763

資 本 金 2,144,134

資 本 剰 余 金 2,967,191

資 本 準 備 金 2,967,134

そ の 他 資 本 剰 余 金 57

利 益 剰 余 金 6,388,872

利 益 準 備 金 110,163

そ の 他 利 益 剰 余 金 6,278,708

固定資産圧縮積立金 15,193

別 途 積 立 金 2,050,000

繰 越 利 益 剰 余 金 4,213,515

自 己 株 式 △53,434

評 価 ・ 換 算 差 額 等 444,920

その他有価証券評価差額金 444,920

純 資 産 合 計 11,891,683

資 産 合 計 15,843,704 負 債 ・ 純 資 産 合 計 15,843,704

（注） 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。



損 益 計 算 書

（自
至

2023
2024

年
年
４
３
月
月

1
31
日
日）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 6,369,045

売 上 原 価 4,746,419

売 上 総 利 益 1,622,625

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,519,262

営 業 利 益 103,362

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 21,582

そ の 他 営 業 外 収 益 167,616 189,198

営 業 外 費 用

支 払 利 息 5,230

そ の 他 営 業 外 費 用 87,485 92,715

経 常 利 益 199,845

税 引 前 当 期 純 利 益 199,845

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 40,039

法 人 税 等 調 整 額 32,460 72,500

当 期 純 利 益 127,345

（注） 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。



株主資本等変動計算書

（自
至

2023
2024

年
年
４
３
月
月

1
31
日
日）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計固定資産

圧縮積立金
別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

2023 年 ４ 月 １ 日
期 首 残 高

2,144,134 2,967,134 57 2,967,191 110,163 15,837 2,050,000 4,123,799 6,299,801

当 期 変 動 額

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩

△643 643 －

剰 余 金 の 配 当 △38,274 △38,274

当 期 純 利 益 127,345 127,345

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － △643 － 89,714 89,071

2024 年 ３ 月 31 日
期 末 残 高

2,144,134 2,967,134 57 2,967,191 110,163 15,193 2,050,000 4,213,515 6,388,872

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計
自 己 株 式

株 主 資 本
合 計

その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算差
額 等 合 計

2023 年 ４ 月 １ 日
期 首 残 高

△53,434 11,357,692 238,711 238,711 11,596,404

当 期 変 動 額

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩

－ －

剰 余 金 の 配 当 △38,274 △38,274

当 期 純 利 益 127,345 127,345

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

206,208 206,208 206,208

当 期 変 動 額 合 計 － 89,071 206,208 206,208 295,279

2024 年 ３ 月 31 日
期 末 残 高

△53,434 11,446,763 444,920 444,920 11,891,683

（注） 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。



個 別 注 記 表

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

市場価格のない株式等

時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 主として月次総平均法による原価法（貸借対照表価額につ

いては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産 定額法（ただし、車両運搬具については定率法）を採用し

ております。

主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物 15年～50年

機械及び装置 ５年～17年

(2) 無形固定資産 定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づいております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

(2) 賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に備えるため、当事業年度末に

負担すべき支給見込額を計上しております。



(3) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しておりま

す。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事

業年度末までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按分した額を、それぞれ

発生の翌事業年度から費用処理しております。

(4) 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。

４．重要な収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履

行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

① 製品及び商品の販売

当社は、主に粘土瓦（製品）の製造及び販売、並びにその関係部材（商品）の販売を行っており

ます。これらの販売については、顧客に製品及び商品をそれぞれ引き渡した時点で収益を認識し

ております。なお、出荷時から当該製品又は商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常

の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

また、一部の取引について、顧客への財の提供における当社の役割が代理人に該当する取引につ

いては、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識することとして

おります。

② 工事契約

当社は、屋根工事等の請負工事契約を顧客と締結しています。

契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い

工事契約であることから、代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全

に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。



【会計上の見積りに関する注記】

固定資産の減損

１. 当事業年度の計算書類に計上した金額

当事業年度

有形固定資産及び無形固定資産 10,544,756千円

減損損失 －

２. 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

事業用資産については管理会計上の事業区分を基本とし、賃貸資産及び遊休資産については

個別物件ごとにグルーピングを行っており、グルーピングごとに減損の兆候の判定を行ってお

ります。資産グルーピングごとに、営業損益が継続してマイナスとなっているか、又は継続し

てマイナスとなる見込みである場合、使用目的の変更等の意思決定があった場合、経営環境が

著しく悪化したかまたは悪化する見込みである場合、時価の著しい下落があった場合等には、

減損の兆候を識別しております。なお、当事業年度においては減損の兆候はありません。

(2) 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

当事業年度においては減損の兆候はありませんが、減損損失を認識するかどうかの判定及び

使用価値の算定において用いられる将来キャッシュ・フローについては、取締役会で承認され

た事業計画を基に算定し、主要な仮定として事業計画における売上高及び営業利益の将来予測

が含まれております。

(3) 翌事業年度の計算書類に与える影響

当事業年度において減損の兆候はありませんが、事業計画や市場環境の変化により、その見

積りの前提とした条件や仮定に変更が生じた場合には、減損損失の計上が必要となり、翌事業

年度の計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

繰延税金資産の回収可能性

１. 当事業年度の計算書類に計上した金額

当事業年度

繰延税金負債（純額） 19,273千円

繰延税金負債と相殺前の金額 157,857千円

２. 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

当社は、将来減算一時差異等に対して、将来の事業計画に基づく課税所得の見積りによ

り繰延税金資産の回収可能性を判断しております。



(2) 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

見積りの主要な仮定は、将来の売上高等を含む課税所得の予測であり、過去の実績や現

在の状況を踏まえた将来の事業計画を基に見積もっております。

(3) 翌事業年度の計算書類に与える影響

繰延税金資産の回収可能性に関する見積りは、将来の不確実な経済状況の影響を受ける

可能性があり、実際の業績が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類に重要な影響

を与える可能性があります。

【貸借対照表に関する注記】

１．担保資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

建 物 191,048千円

機 械 及 び 装 置 321,972

土 地 1,337,238

計 1,850,259

(2) 担保に係る債務

短 期 借 入 金 1,300,000千円

計 1,300,000

２．有形固定資産の減価償却累計額 13,317,906千円

３. 流動負債「前受金」のうち、契約負債の残高 10,078千円



【損益計算書に関する注記】

１. 顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりませ

ん。顧客との契約から生じる収益の金額は、個別注記表「収益認識に関する注記」に記載しており

ます。

【株主資本等変動計算書に関する注記】

１．当事業年度末における発行済株式の種類及び株式数

普 通 株 式 7,767,800株

２．当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普 通 株 式 112,916株

３．剰余金の配当に関する事項

(1) 配当金支払額等

決 議 株式の種類
配 当 金 の
総 額 ( 千 円 )

１株当たり配当額
( 円 )

基 準 日 効 力 発 生 日

2023年６月27日
定時株主総会

普通株式 15,309 2.0 2023年３月31日 2023年６月28日

2023年10月17日
取 締 役 会

普通株式 22,964 3.0 2023年９月30日 2023年12月５日

計 38,274

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの

決 議 予 定
株式の
種 類

配当の
原 資

配 当 金 の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

2024年６月21日
定時株主総会

普通株式
利 益
剰余金

15,309 2.0 2024年３月31日 2024年６月24日

４．新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式の種類及び数

該当事項はありません。



【税効果会計に関する注記】

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 45,935千円

役員退職慰労引当金 93,747

退職給付引当金 60,082

投資有価証券評価損 18,527

未払事業税 8,231

減損損失 21,482

未払費用 10,528

繰越欠損金 6,956

その他 18,271

繰延税金資産小計 283,763

評価性引当額 △125,906

繰延税金資産合計 157,857

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △170,444

固定資産圧縮積立金 △6,686

繰延税金負債合計 △177,130

繰延税金負債の純額 △19,273

【金融商品に関する注記】

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、主に屋根材の製造販売事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀

行借入）を調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運

転資金を銀行借入により調達しております。

なお、当社はデリバティブ取引を一切行っておりません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びに管理体制

営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

当該リスクに関しては、当社の与信管理に係る規定に従い、取引先ごとの期日及び残高管理を行う

とともに財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、発行体の信用リスク及び市場価

格の変動リスクに晒されております。当該リスクに関しては、定期的に時価や発行体（取引先企

業）の財務状況等を把握し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直してお

ります。

営業債務である支払手形、電子記録債務、買掛金、未払金及び未払費用は、すべてが１年以内の

支払期日であります。

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達を目的としたものであり、長期借入金

は主に設備投資に係る資金調達を目的としたものです。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに



晒されております。

また、営業債務である支払手形、電子記録債務、買掛金、未払金及び未払費用、並びに借入金

は、流動性リスクに晒されておりますが、当社では、月次に資金繰計画を作成・更新するととも

に、手許流動性の維持などにより管理しております。

２．金融商品の時価等に関する事項

2024年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません（（注２）参照）。

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

（１）投 資 有 価 証 券

その他有価証券（注２） 775,453 775,453 －

資 産 計 775,453 775,453 －

（注１）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資 産

現金及び預金、受取手形、電子記録債権、売掛金、支払手形、電子記録債務、買掛金、短期借入

金、未払金、未払費用については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していること

から、記載を省略しております。

（１）投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

（注２）市場価格のない株式等

非上場株式（貸借対照表計上額 40,026千円）は、「資産（１）投資有価証券」には含めておりま

せん。



３.金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの

レベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される

当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時

価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが

それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しており

ます。

①時価で貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 775,453 － － 775,453

資産計 775,453 － － 775,453

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

投資有価証券は全て上場株式であり、相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な

市場で取引されているため、その時価をレベル1の時価に分類しております。

【関連当事者との取引に関する注記】

特に記載すべき事項はありません。

【収益認識に関する注記】

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当事業年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）

（単位：千円）

売上高

製品 5,828,326

商品 400,384

工事売上 140,334

顧客との契約から生じる収益 6,369,045

その他の収益 －

外部顧客への売上高 6,369,045



２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報につきましては、【重要な会計

方針に係る事項に関する注記】４．重要な収益及び費用の計上基準に記載のとおりであります。

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに

当事業年度末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額

及び時期に関する情報

(1) 契約負債の残高等

顧客との契約から生じた契約負債の残高は以下のとおりです。

（単位：千円）

当事業年度

（2024年３月31日）

期首残高 期末残高

契約負債 3,150 10,078

（注）１．契約負債は貸借対照表上流動負債「前受金」に計上しております。

２．契約負債は主に屋根工事において顧客から受け取る着手金及び海外売上に係る前受金とな

ります。

３．当事業年度の契約負債期首残高は、すべて当事業年度の収益として認識されています。

(2) 残存履行義務に配分した取引価格

当社においては、個別の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、残存履行義務に

関する情報の記載を省略しております。

なお、顧客との契約から受け取る対価の額に、取引価格に含まれていない重要な変動対価の額

等はありません。

【１株当たり情報に関する注記】

１株当たり純資産額 1,553円 48銭

１株当たり当期純利益 16円 64銭

【重要な後発事象に関する注記】

該当事項はありません。


